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第112期 中間期 事業のご報告
2023年4月1日～2023年9月30日

株主の皆さまへ
第112期（2024年3月期）中間期の事業の概況ならびに決算の内容に
ついてご報告申しあげます。

　当中期間の国際的な経済情勢を見ますと、各国での金融引き締
めの継続によりインフレの沈静化が進みつつある中で、ロシア・ウク
ライナ問題は長期化の様相を呈しており、依然として先行きの不透
明な状況が続いています。
　このような情勢の中で当社グループは、開発面では、ハイパワー・
長寿命・高耐久の「40Vmaxリチウムイオンバッテリ」（XGT）シリー
ズの電動工具・園芸用機器をはじめとした充電製品のラインアップ
拡充に注力しました。
生産面では、あらゆる製造工程内でムダ取りとコストダウン活動に努めるとともに、各工場での取り組みを他工場に横展開していくことで、

グループ全体での効率向上に努めました。
営業面では、地域密着・顧客密着のサービス体制のレベルアップに注力し、世界各地域のお客さまとの信頼関係のさらなる強化に努めるとともに、

充電製品を軸とした市場の深耕・開拓に取り組みました。

当中間期の当社グループの連結業績は、各国での金融引き締めによる住宅需要の低迷および建設・建築市場への投資の抑制により販売が低
調に推移し、売上収益は前年同期比5.5％減の369,667百万円となりました。利益面においては、為替の影響などにより原価率が改善したことから、
営業利益は前年同期比44.9％増の31,760百万円（営業利益率8.6％）となりました。税引前四半期利益は前年同期比64.7％増の30,036百万円（税
引前四半期利益率8.1％）、親会社の所有者に帰属する四半期利益は87.9％増の20,816百万円（親会社の所有者に帰属する四半期利益率5.6％）
となりました。

頻発する風水害など気候変動が社会に及ぼす影響が甚大になる中で、気候変動問題の解決に向けて企業が果たすべき役割はより重要なもの
となっており、当社グループは「脱炭素社会への貢献」を特に優先して取り組む重要課題（マテリアリティ）として位置付けて取り組みを強化して
おります。
　そのため当社グループは現在、電動工具に次ぐ将来の事業の柱として、使用時に排ガスを出さない充電式の園芸用機器に注力し、脱炭素社会の
実現に取り組んでいます。また、温室効果ガス（GHG）排出量の削減に向けて、自社の事業活動でのGHG排出量（Scope1、2）を2030年度までに
2020年度比で50％削減し、2040年度までに実質ゼロとすること、サプライチェーン全体でのGHG排出量（Scope3）を2050年度までに実質ゼロと
することを目標として設定しています。2022年度において、Scope1、2のGHG排出量は前期比16.9％減の65,533t-CO₂となり、売上原単位では
19.6％減の8.6t-CO₂/億円となりました。一方、Scope3のGHG排出量は販売台数および生産台数の減少に伴い、23.5％減の5,556,933t-CO₂となり、
売上原単位では26％減の726.7t-CO₂/億円となりました。
GHG排出量の削減目標値の達成に向けて、引き続き再生可能エネルギーの活用および事業活動における省エネルギー化に取り組んでいきます。

当社は、年間配当金20円を下限とし、総還元性向35％以上とすることを利益配分の基本方針としています。当期の中間配当金につきましては、
1株につき10円とさせていただきました。期末配当金につきましては、当期の業績が確定する来年4月下旬開催の取締役会において、上記の配当
方針に従って配当額を決定し、株主総会において皆さまにご審議いただく予定でございます。
　株主の皆さまにおかれましては、今後とも格別のご支援ご協力を賜りますようお願い申しあげます。

2023年11月

■当社中間期の概要と当社グループの主な取り組み

■中間期としては7期ぶりの減収も、為替の影響などにより2期ぶりの増益

■カーボンニュートラルへの取り組み

■中間配当金は1株につき10円

取締役会長取締役社長 後藤 宗利 後藤 昌彦



https://www.youtube.com/watch?v=A9j_0dD6POw


https://www.youtube.com/watch?v=fOC7XlD57g0
https://www.youtube.com/watch?v=6GqJtWp4EI0
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主な経営指標（IFRS）

地域別生産台数
(万台)

ホームページのご案内 https://www.makita.co.jp/

▶会社概要　https://www.makita.co.jp/company/　　▶株主の状況　https://www.makita.co.jp/ir/stock_bond/stock_bond_04.html
▶株式事務手続きのご案内　https://www.makita.co.jp/ir/stock_bond/stock_bond_05.html

当社ホームページでは、業績の推移、決算情報、プレスリリースのほか、決算発表日などの情報をタイムリーに提供しています。

増減率（％）2021年9月中間期 2023年9月中間期

売上収益

営業利益

営業利益率

税引前利益

親会社の所有者に帰属する四半期利益

親会社の所有者に帰属する四半期利益率

資本合計

資産合計

親会社所有者帰属持分比率

設備投資額

減価償却費

研究開発費

従業員数（人）

基本的1株当たり四半期利益（円）

1株当たり配当金（円）

364,230

52,160

14.3％

52,600

37,820

10.4％

689,518

850,842

80.4％

28,158

8,127

6,905

19,592

139.29

10.0

2022年9月中間期

391,318

21,919

5.6％

18,237

11,078

2.8％

793,952

1,155,694

68.2％

22,996

9,900

7,515

19,794

40.80

10.0

369,667

31,760

8.6％

30,036

20,816

5.6％

832,203

1,035,051

79.7％

11,010

12,337

7,274

18,019

77.11

10.0

△ 5.5

44.9

－
64.7

87.9

－
4.8

△ 10.4

－
△52.1

24.6

△ 3.2

△ 9.0

89.0

－

（単位：百万円）

（注）上記およびこの報告書で記載している金額は原則として百万円未満を四捨五入して表示しています。

2023年3月期

764,702

28,246

3.7％

23,887

11,705

1.5％

775,699

1,099,351

70.0％

39,088

21,725

14,903

18,804

43.11

21.0

営業利益率・親会社の所有者に帰属する四半期利益率
(％)

１株当たり親会社所有者帰属持分
(円)

基本的1株当たり四半期利益
(円)営業利益率

親会社の所有者に帰属する四半期利益率

5.6

8.6

5.6
2.8

14.3

10.4

2021/9 2022/9 2023/9 2021/9 2022/9 2023/92021/9 2022/9 2023/9

40.80

139.29

77.11

2,901
2,518

3,068

売 上 収 益
(億円)

営 業 利 益
(億円)

親会社の所有者に帰属する四半期利益
(億円)

2021/9 2022/9 2023/9

219

522

318

2021/9 2022/9 2023/9

111

378

208

2021/9 2022/9 2023/9

3,913
3,642 3,697

国内17％
615億円

国内9％
101万台

海外83％
3,082億円

海外91％
1,076万台

3,697億円
2023/9

地域別売上収益
(億円)

日本 欧州 北米 アジア その他 日本 欧州 北米 アジア 中南米

1,177万台
2023/9

2021/9 2022/9 2023/9

3,913
3,642 3,697

2021/9 2022/9 2023/9

1,560

2,545

1,177

検 索マキタ

https://www.makita.co.jp/
https://www.makita.co.jp/company/
https://www.makita.co.jp/ir/stock_bond/stock_bond_04.html
https://www.makita.co.jp/ir/stock_bond/stock_bond_05.html
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